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平成２６年８月５日 

年金受給者・既裁定待期者  各位 

日本金属プレス工業厚生年金基金 
理 事 長  須 藤  修 司 

厚生年金基金解散方針議決に伴う選択一時金・退職一時金

の支給を休止する規約変更について 

時下､ 益々ご清栄のこととお慶び申し上げます｡ 
当基金の事業運営につきましては､ 平素よりご協力を賜り厚く御礼申し上げま

す。 
さて、当基金は、昭和４５年１１月１日に設立以来、４０年有余年に亘って、国

の厚生年金に上乗せした年金及び一時金の給付を行い、加入員の皆様の老後の安定

と福祉の向上を目的として、当局の基準及び指導に則って事業を適切に運営してま

いりました。 
かかるなか、厚生年金基金制度の見直しについて、社会保障審議会及び国会にお

いて、短期間で審議され、平成２５年６月２６日付、公的年金制度の健全性及び信

頼性の確保のための厚生年金保険法等の一部を改正する法律（平成２５年法律第 

６３号、以下「平成２５年改正法」と略します。）が公布され、平成２６年４月１

日から施行されたところです。この平成２５年改正法によって、施行後５年以内に

一定の存続基準を満たさない基金については、解散または他制度への移行を行わな

ければならないことになりました。 
当基金といたしましては、先ず代行部分の資産を保全しつつ、加算部分の資産を

さらに上積みし、平成２５年改正法、関係政省令及び通達並びに役員、代議員をは

じめとする事業主、加入員、年金受給者及び受給待期者（含む、未請求者）の皆様

方のご意見・ご要望（アンケート調査の結果等々）を踏まえつつ、金属プレス業界

における年金制度のあり方を念頭に、資産運用委員会（基金活性化協議会）、理事

会、代議員会において、当基金の今後の運営について様々な角度から審議してまい

りました。 
しかしながら、加入員数が減少し受給者数が増加（給付超過）し続ける中で、５

年以内に財政状況を著しく好転させ、厚生年金基金としての存続基準（代行部分の

１．５倍以上の資産を常時確保しなければならないという基準等）をクリアするこ

とは極めて困難と判断し、平成２６年８月４日に開催いたした第９３回代議員会に

おいて、基金解散へ向けた検討を進める苦渋の方針を議決いたしました。 
今後、基金解散手続きを順次進めてまいりますが、この事前手続きの一環として、

この代議員会の議決によって、平成２６年８月５日から選択一時金及び退職一時
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金の支給を休止させていただく規約に変更いたしました。 
この規約変更の趣旨は、当該一時金の支給を休止することによって、一時金給付

による資金流失に伴う国に返還する代行部分の年金資産の目減り（代行割れ）を未

然に防ぎ、さらに解散時特別掛金（解散時における代行割れに伴う事業主のご負担

金）の発生を未然に回避することを目的としております。 
また、当該一時金の支給を休止することによって、国への代行部分を返還した後

に残余財産がある場合には、加入員、年金受給者及び受給待期者（含む、未請求者）

の皆様に各々の加入員期間（及び受給済み期間）等に応じて、公平に分配すること

が可能となります。 
つきましては、年金受給者・既裁定待期者の皆様におかれては、法令等の趣旨及

び当基金の財政状況並びに関係各位のご意見・ご要望を何卒ご賢察のうえ、ご理解

とご協力を賜りますようお願い申し上げます。 
 
【年金受給者の皆様の場合】 

選択一時金・退職一時金の休止期間中であっても、これまでどおり、基金解散の認可の属

する月分までの間は、現在の規約に基づいて裁定された年金額でお受け取りになることがで

きます。 
【既裁定待期者の皆様の場合】 

選択一時金・退職一時金の休止期間中であっても、年金の支給開始年齢に達し、当基金に

支給停止解除の手続きをされた場合には、基金解散の認可の属する月分までの間は、現在の

規約に基づいて裁定された年金額でお受け取りになることができます。 
【年金受給者及び受給待期者（各々共通の事項）】 

国の老齢厚生年金等の受給権を満たしている方については、基金が解散認可された翌月分

から、代行部分に相当する年金資産を国に返還のうえ支給義務を移転し、厚生年金保険法に

よって、国から代行部分を含めて支給されることとなります。 
その後に残余財産がある場合には、基金規約に定める方法によって、その残余財産を受給

者、受給待期者、加入員の皆様に、各々の受給権に応じ公平に分配することになります。 
【選択一時金・退職一時金とは？】 

選択一時金とは、加算適用加入員期間１５年以上で退職された場合に、加算年金に代えて

一時金を選択できるものです。 
退職一時金とは、加算適用加入員期間５年以上１５年未満で退職（又は７０歳達齢等）さ

れた場合に該当者に一時金として支給するものです。 
 
 
※ 代議員会によって、平成２６年８月４日を請求書類の提出期限（当基金必着、当日の消印

有効）となります。その後に、請求書類が着信した場合については、選択一時金・退職一時

金のご請求はできません。 
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【厚生年金基金解散後の年金給付の仕組みのイメージ】 

加算部分 消滅

老齢基礎年金（定額部分） 老齢基礎年金（定額部分）

基金の独自給付

代行部分（報酬比例部分） 老齢厚生年金（報酬比例部分）

老齢厚生年金（スライド･加給年金） 老齢厚生年金（スライド･加給年金）

基
金
か
ら
給
付

国
か
ら
給
付

国
か
ら
ま
と
め
て
給
付

残余財産がある場合には‥加入員、年金受給者及び受給待期

者（含む、未請求者）に、加入員期間等に応じて公平な分配

現在の年金給付の仕組み 基金解散後の年金給付の仕組み

基金の代行が終了し、

国からの給付へ

「代行部分」は、老齢厚生年金として国に引き継がれます。
 


